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Ⅰ はじめに 

 

 自民党から民主党に政権が交代して１年半が過ぎた。当初の期待に反してぎくしゃくした

政権運営と上向く気配のない経済情勢とが重なって、目玉のマニフェストは次々に見直しを

迫られ、地方に大きな夢を持たせた｢地域主権改革｣も遅々として進まない。かつてのように

国に頼っていては、いまの市民生活と福祉レベルを維持することは一段と困難になっている。

厳しい財政事情のなか自治体自身のたゆまぬ改革努力と、それを見つめチェックする市民の

目はいよいよ重要となる。 

 そうした市民の目の役割の一端を担ってスタートした外部評価委員会は、今年で４年目と

なった。今回は過去３年の経験を生かし、関連する同種の事務事業や補助金制度をグループ

ごとにまとめ、ややもすると縦割り行政でせばめられていた視野を広げ、別な視点から見直

してみた。担当部門にすれば絶対必要とされる事案に、受益者であり納税者の立場から関連

事案を含めて検討する横串を入れたのである。 

 ねらいは当たった。評価対象の事務事業は４１件と前回に比べ倍増させたうえ、新規事業

への転換にともなう障がい者団体補助事業の廃止が１件、教育用コンピューター整備と同サ

ーバー整備事業など統合が２件、事業継続を認めるものの中身の見直しを求める事業が１１

件に上った。統合を含めた見直し率は実に３２％である。 

 補助金・交付金制度の対象は９件。制度の廃止や見直しこそゼロだったが、総合評価では

限りなく見直しに近い採点が２件あったほか、生涯学習振興会交付金と地域まちづくり推進

事業補助金の一部事業は、明らかに重複しているとの指摘や、コミュニティビジネス総合支

援事業は、初年度のみの補助では、せっかくの支援が中途半端になりかねないとして次年度

以降の支援策や、商店街の空き店舗対策事業とも連携した取り組みを求める提言が加わった。 

 論議の中でとりわけ首をかしげることがあった。それは教師用指導書等整備事業である。 

地域や学校が違っても先生が教科書どおりに教えられるようにするための指導書、いわば

先生向けの参考書というか「トラの巻き」である。参考書であれば先生本人が自費で用意す

べきものではないのか、という根源的な疑問に対し、過去の経緯や他市の事例などから市費

負担を認めざるを得なかった。 

ここで注意喚起したいのは、指導書の値段である。１冊４，５千円は安い方で、中学の数

学や国語などは１万円から２万円、技術、家庭になるとそれぞれ３万円を超える。一般の書

店では１冊１万円前後の本にはめったにお目にかからないのに、学校現場ではこれが常識の

ようだ。教科書改訂のたびに指導書も新しくなるので、来年度はこの費用に１千２百万円か

かる見込みだ。教科書改訂は４年に１度だからといって、指導書がこれほど高額でも、妥当

であるといい切れるのだろうか。大いに議論し、市単独で手に負えなければ道や他市町村を

巻き込み、見直しに取り組んでほしい。 

 

 
平成 23 年２月 

 

 

北広島市外部評価委員 委 員 長 村 川  亘 

副委員長 澤 井 將 美 

委  員 天 羽  浩 

委  員 神 沼 幸 子 

委  員 小 松 直 之 
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Ⅱ 外部評価の実施にあたり 

 

 北広島市外部評価委員会は、市民や行政外部の視点に基づき政策評価（事務事業）及び補

助金等の評価を行うことにより、政策評価の客観性及び補助金等の透明性を確保し、効率的

な行財政運営を推進することを目的に、平成１９年６月１４日に設置され、平成２１年１２

月には条例が制定され、本年 4 月からは条例に基づき設置されている。 

 

《委員会の役割》 

  事務事業評価 ～ 事務事業に係る評価、評価制度への提言等 

  補助金等評価 ～ 補助金等（公募型補助金を含む）に係る評価、補助制度への提言等 

 

《委員会の構成》 

  委員会は、学識経験者委員４名・公募委員１名の計５名で構成 

 

《外部評価の流れ》 

 

 

       ▼ 

                           

                 ▼ 

                           

                 ▼ 

                           

                 ▼ 

                           

                 ▼ 

                           

                 ▼ 

                           

                 ▼ 

                           

 

 

 

       ▼ 

 

                 ▼ 

 

                 ▼ 

 

                 ▼ 

 

                 ▼ 

 

事務事業評価 

評価対象事業の選定 

事業担当部局とのヒアリング 

事務事業評価の検討 

ヒアリング後の意見交換 

評価（素案）の作成・検討 

事務事業評価のまとめ 

補助金等評価 

補助金等評価対象の選定 

事業担当部局とのヒアリング 

ヒアリング後の意見交換 

評価（素案）の作成・検討 

補助金等評価のまとめ 

評価対象事業の勉強会 
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Ⅲ 外部評価の結果について 

 

 １ 事務事業評価 

 

 （1）事務事業評価の目的 

地方自治体を取り巻く環境は、今後も厳しい社会経済状況が続き、また、地域主権

改革の進展などにより、多岐にわたる分野で市の行政サービスへのニーズの高まりが

予想され、限られた財源の中で、市としてどのような事業を進めていくか、事業の「選

択と集中」が求められている。 

政策評価は、事務事業の効果や効率など一定の基準に基づき、事業の優劣を判断し、

政策選択に合理性を与えようとするものである。 

今年度については、施策単位を構成する事務事業の評価とともに、施策の中での優

先度についても検討した。 

 

 （2）評価対象の選定 

評価に当たりすべての事務事業を対象とすることは、時間的な制約もある。昨年度

までは、委員会で定めた基準に基づき約１５事業について評価を行ってきた。 

本年度は、昨年度の委員会の提言に盛られている評価事業数の増加という観点から

検討を行い、総合計画の施策体系から評価対象事業を選択することとし、最終的に、平

成2１年度に実施した施策・事業体系の中から3施策41事業について評価を行った。 
 

≪施策を単位とした評価対象≫ 
 

施 策 名 構成事業数 担当部課等名 

医療体制の充実 11 
市民環境部  市 民 課 

保健福祉部  健康推進課 

社会参加の促進 8 保健福祉部  福 祉 課 

教育内容の充実 22 
教 育 部  教育総務課 

教 育 部  学校教育課 

 

（３）評価過程と視点 

 

≪評価過程≫ 

外部評価委員会では、市が行った自己評価の評価調書及び説明資料に基づき、６月

から８月にかけて勉強会を４回開催し、各施策の構成事業についての事業内容等を

調査したうえで、各担当部局とのヒアリングを実施した。 

その後、委員間での意見交換・協議を行い、外部評価委員会として合議により評価

結果をまとめた。 

 

≪評価の視点≫ 

事務事業担当部局による自己評価と同様に、妥当性、有効性、効率性、公平性につ

いて下記の視点に基づく評価を行い、施策実現に向けた優先度についても検討を行

った。 
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   【妥当性】 

 ・市民や社会の要求に合致しているか。 

 ・上位施策を達成するために必要な事務事業か。（目的妥当性の度合） 

 ・行政が関与しなければならない事務事業か。（公共性・公益性の度合） 

   

【有効性】 

  ・成果指標から見て、目標の達成度はどの程度か。（達成度合） 

  ・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か。（手段有効度合） 

    

【効率性】 

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか。（費用対効果の度合） 

 ・効率的な方法で実施しているか。（同じ経費でもっと効率的な方法はないか。） 

 

【公平性】 

  ・受益者負担は適正か。 

  ・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていないか。 

 

【施策に対する優先度の判定】 

施策の中でどのような役割を果たし、どの程度必要で有効かといった観点から事

務事業についてランク付けを行った。 

     ① 経営資源を重点配分する事業 

   ② 経営資源を前年度並みに配分するが、優先度の高い事業 

     ③ 経営資源を前年度並みに配分する事業 

   ④ 経営資源を減配分する事業 
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２ 事務事業評価結果 
 

施 策 名  ３ 医療体制の充実 施策体系 第１章第１節 

第 3 次実施計画に計上されている事業内容 （平成 20 年 2 月策定） 

○緊急医療体制については、夜間急病センターと在宅当番医制により、歯科の休日医療体制

については、千歳歯科医師会と共同で実施します。 

○乳幼児、重度心身障害者などの医療に係る経済的負担を軽減するため、医療費の助成を行

います。 

○乳幼児医療費助成の拡大に伴い、小学校就学前の乳幼児医療費を初診時の一部負担金を除

き無料化します。 

○高齢者の医療の確保に関する法律により、国民健康保険の４０歳以上の加入者の方々に対

し、特定健診・特定保健指導を実施し、内臓脂肪症候群(メタボリックシンドローム)該当者

及び予備軍の発見と予防改善に努め、被保険者の医療費の抑制と健康の推進に向けて取組

んでまいります。 

○北海道後期高齢者医療広域連合と連携しながら、後期高齢者に対し、健康診査を実施し、

健康の保持増進に努めます。 

平成 21 年度に実施された事務事業 

事務事業名 重度心身障がい者医療費助成事業 担当課名 市民環境部 市民課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 制度の趣旨を生かし、対象者の保健・福祉の向上に役立っ

ている。 

 □拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 ひとり親家庭等医療費助成事業 担当課名 市民環境部 市民課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 制度の趣旨を生かし、対象者の保健・福祉の向上に役立っ

ている。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 乳幼児医療費助成事業 担当課名 市民環境部 市民課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 道との共同事業に本市独自の上乗せ策も盛り込み、子ども

を大切にする北広島として胸を張れる制度である。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 通院交通費助成事業 担当課名 市民環境部 市民課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 本市独自の福祉対策の１つであり、対象者の保健・福祉の

向上に役立っている。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 



７ 
 

事務事業名 救急医療啓発普及事業 担当課名 保健福祉部 健康推進課

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 救急医療啓発普及は今後も必要な事業と思われる。 

 しかし、記念講演会の演題や研修会のテーマが必ずしも

「救急医療」に関する内容になっていない。また、道の実施

要領にある「ＡＥＤの普及啓発」も当該事業では行われてい

ない。 

 実施要領における方針と実際に行われている事業内容と

の整合性について再確認が望まれる。 

□拡大重点化  □現状継続  

■見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

≪意見集約過程での主な意見≫ 

・緊急医療に対する啓発について整理する必要がある。それに伴って事業の支出も変わってくると思う。 

・北海道の要綱に準拠させているが、実態に合わせた本市の要綱を制定すべきである。 

事務事業名 在宅当番医制事業 担当課名 保健福祉部 健康推進課

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 救急医療体制の確立のために必要な事業である。事業費の

主要な部分を占める人件費単価（平日 22,240 円）の算定

根拠について透明性の確保が望まれる。 

 また、平日の朝の時間帯など利用状況を検証し、在宅当番

医の時間等についての見直しが必要である。 

□拡大重点化  □現状継続  

■見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

≪意見集約過程での主な意見≫ 
・受診時間、受診の内容など近隣市の状況を把握したうえで、本市としての方向性や実態の検証をしていく必要

がある。 

・朝の利用率が非常に少ないので朝の２時間は必要ないのではないか。 

・平日の午前と午後の 2 時間は、実態に合わせて再検討の余地があるのではないか。 

事務事業名 歯科休日等在宅当番医制事業 担当課名 保健福祉部 健康推進課

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 千歳市及び恵庭市との３市共同で実施している事業であ

り、歯の緊急の治療に対応するため、必要な事業である。た

だし、年間の受診者数はわずか４７名（北広島市民）であり、

受診１回あたりコストは９千円近くになっている。 

 将来、受診者数がさらに減少する場合には、有効性、効率

性の観点から事業を継続するかどうか検討すべきと考える。

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 夜間急病センター管理運営事業 担当課名 保健福祉部 健康推進課

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 夜間急病センターは指定管理者制度により運営されてお

り、当該事業はセンター職員及び医師の人件費相当額のみを

交付するものである。 

 夜７時から翌朝７時まで年中無休の運営となっており、市

民の健康保持に必要な事業である。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ② 
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事務事業名 医療費適正化特別対策事業費 担当課名 市民環境部 市民課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 国保会計の適正な執行に必要な事業である。レセプト点検

の業務委託を予定しているが、委託のメリットを十分発揮で

きるよう検討が必要である。 

□拡大重点化  ■現状継続  

□見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 保健衛生普及事業 担当課名 市民環境部 市民課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 保健活動パンフレットの購入であれば、維持管理費での執

行が適切であると考える。事業としての効果・効率が不明で

ある。 

□拡大重点化  □現状継続  

■見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

≪意見集約過程での主な意見≫ 
・保健衛生普及費は、事業費としては非常に少額であり、医療費適正化特別対策事業費の中に包含して 1 つの事

業とする方が効率的である。 

事務事業名 特定健康診査・特定保健指導事業 担当課名 市民環境部 市民課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 医療費の抑制と健康推進にとって効果的な事業であるが、

受診率が 25％であることから、積極的に受診率の向上を目

指す必要がある。また、検診結果を有効に生かすための方策

も検討する必要がある。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ② 

  



９ 
 

施 策 名  ２ 社会参加の促進 施策体系 第１章 第４節 

第 3 次実施計画に計上されている事業内容 （平成 20 年 2 月策定） 

○障害者の活動範囲を広げ社会参加を促進するため、タクシーチケットまたはガソリンチケ

ットを選択して利用できる福祉タクシー助成事業を実施します。 

○障害者の日中活動の場を確保するため、創作活動や生産活動を行う地域活動支援センター

へ補助します。 

○音声コードによる広報など、視覚障害者への情報提供を充実します。 

平成 21 年度に実施された事務事業 

事務事業名 精神保健福祉推進事業 担当課名 保健福祉部 福祉課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 必要不可欠な事業である。 

 平成２２年度からは運営業務をＮＰＯ法人に委託してい

る。民間委託は効率性と事業費削減を目的としているが、２

２年度からの国と道の支出金の減少により一般財源の持ち

出しはむしろ増えており、「地域活動支援センター事業」と

の統合も視野にいれるべきである。 

 □拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 コミュニケーション支援事業 担当課名 保健福祉部 福祉課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 障がい者にとって地域生活を送るために必要不可欠な事

業である。 

 多種多様なニーズに対応するため派遣者養成講座等への

取り組みは評価出来る。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 自動車運転免許・改造助成事業 担当課名 保健福祉部 福祉課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 障がい者にとって地域生活を送るために意義のある事業

である。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 地域活動支援センター事業 担当課名 保健福祉部 福祉課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 障がい者が自立するために必要不可欠な事業である。 

 歴史的経過は理解するとしても、身体・精神障がい者の自

立を支援する意味合いから、両事業の統合も視野に入れるべ

きである。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 



１０ 
 

事務事業名 障がい者等交通費助成事業 担当課名 保健福祉部 福祉課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 ひきこもりがちな障がい者の社会参加や外出を促す手段

として有効であり、利用者も多く福祉効果の高い事業と評価

できる。 

 ただし、対象者の増加に伴い財政負担が過重な状況が生じ

てきた場合、支給対象者及び支給額等について見直しも必要

である。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 
精神障がい者社会復帰訓練通所交通費助

成事業 
担当課名 保健福祉部 福祉課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 交通費助成は、精神障がい者の社会参加や日中活動を行う

動機付けにもなり障がい者の自立支援に適った事業である。

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 心身障がい児･者通所施設運営費補助事業 担当課名 保健福祉部 福祉課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 当該施設への送迎及び運営事業への費用補助は、心身障が

い児・者の通所時における安全確保と活動の場の確保に繋が

り保護者・家族の介護負担軽減や閉じこもり予防が図られる

ことから必要な事業と認められる。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 障がい者団体補助事業 担当課名 保健福祉部 福祉課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 昭和 46 年から開始され 40 年になる補助事業である。 

平成 21 年には公募型「公益活動事業補助金」制度が創設

されており、事業内容・事業費等から本制度の活用も可能と

判断されるので廃止の方向で検討すべきである。 

□拡大重点化  □現状継続  

 □見直し  □統合  ■休・廃止

 □終了 

優先度 － 

≪意見集約過程での主な意見≫ 
・公益活動事業補助金に該当しないのであれば、該当するように団体に努力してもらうなり、考えてもらうなり

してそちらの制度に沿った形で補助してもらう方が良いと思う。 

 

  



１１ 
 

施 策 名  ３ 教育内容の充実 施策体系 第４章第２節 

第 3 次実施計画に計上されている事業内容 （平成 20 年 2 月策定） 

○地域の人材などを活用し、グループ指導、個別指導を行う授業補助員の配置を拡充します。

○教員が開発した教材や、市内の教育資源を教材とした資料を体系化するとともに、児童生

徒用に副読本を作成します。 

○地域の人材が学校行事や郊外活動、部活動などの支援員として活動する学校支援ボランテ

ィア制度を実施します。 

○生徒がしっかりとした職業観や勤労観を身につけ、社会人・職業人として自立していける

よう子どもインターシップ(職場体験)事業の推進、総合的な学習の時間や特色ある学校づく

りを推進等に対し支援します。 

○小中学校におけるパソコンについては、パソコン教室及び職員室に配置して、授業への活

用を図ります。 

○新ＪＩＳ規格による児童・生徒用の机・いすの整備を進めます。 

○視聴覚教育を充実するため、学校放送設備の更新します。 

○英語指導助手を活用し、中学校英語教育充実を図るとともに小学校の英語教育の推進に努

めます。 

○児童生徒の遠距離通学に係る負担を軽減するため、補助制度を実施します。 

○要保護・準要保護家庭の児童生徒に対し、就学に必要な額用品や給食等の経費を援助しま

す。 

○各学校図書館のネットワークシステムを構築し、学校図書の充実を図ります。 

○次期教育推進基本計画の策定に取り組みます。 

○児童生徒の環境教育を推進します。 

平成 21 年度に実施された事務事業 

事務事業名 学校支援ボランティア活用事業 担当課名 教育部 学校教育課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 学校運営のサポーターとして地域の人材を活用する事業

であるが、市内 17 小・中学校のうち１１校の活動にとどま

っている現状から本事業の趣旨について、学校や保護者など

に十分理解を得る取組が必要である。 

 事業活動は、ボランティア性の高い「授業補助員活用事業」

のほか「小・中学校教育振興補助事業」と類似した活動が窺

われるので、これら事業の趣旨をくみ上げ、簡素・合理化し

て統合をはかる制度設計を検討すべきである。 

 □拡大重点化  □現状継続  

 ■見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ③ 

≪意見集約過程での主な意見≫ 
・標準的な活動内容を市教委で示し、この事業が生かされるように小中学校に活動を求めるべきである。 

・学校の自主性に任せないで、色々な能力を持っている市民の方を調査し、各学校にその名簿を配布し活動して

いただくような積極性も必要ではないか。 

・学校支援ボランティア事業、授業補助員活用事業や小中学校の教育振興補助事業は、１つの事業として、その

中で自由に事業趣旨に沿った形で学校が選択し、実施できるようにした方が良いと思う。 
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事務事業名 授業補助員活用事業 担当課名 教育部 学校教育課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 各学校が複数体制で授業を行うことによる教育効果は高

いと思われるが、一部活用されていない学校もある。事業の

趣旨の徹底を図り有効に活用されることが望まれる。 

 なお、本制度はボランテｲアの性格が強く「学校支援ボラ

ンテｲア活用事業」や、更には「小・中学校教育振興補助事

業」の統合も視野に新たな制度設計を検討すべきである。 

 □拡大重点化  □現状継続  

 ■見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 学校図書室整備事業 担当課名 教育部 学校教育課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 蔵書充足率の低い学校については、予算を重点配分して学

校図書館図書標準を早期に充足すべきである。学校図書館シ

ステムと学校図書センターが有機的に連携し稼動する体制

が整備されてきたので、児童･生徒の図書館利用について、

学校間格差を解消するため、図書司書の配置や読書機会の創

出など図書室が有効に活用される工夫が望まれる。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 教師用指導書等整備事業（小・中） 担当課名 教育部 学校教育課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 平成２３年度から新学習指導要領の実施に伴ない、予算の

前年度比増額はやむをえないが、配布にあたっては従来の配

分方法を精査し、必要最小限の冊数にとどめるべきである。

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

≪意見集約過程での主な意見≫ 
・常識から言うと参考書は自分で買うのが当たり前だが、ずっと以前から公費で購入しているのであれば、今更

廃止はできないと思う。 

・見直しすべきという思いもあり、現状継続ではあるが予算が増加することにより総合判定を拡大ということに

はならない。 

事務事業名 
要保護・準要保護児童生徒援助事業（小・

中） 
担当課名 教育部 学校教育課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定  

 小、中学校とも認定者が急増している現状と、国の子ども

手当支給を勘案し、認定基準や支給項目を見直すべきであ

る。近隣市の状況も参考にしたい。 

 □拡大重点化  □現状継続  

 ■見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

≪意見集約過程での主な意見≫ 
・生活保護基準の 1．3 倍まで援助をすべきものなのか、支給項目等も再検討すべきではないかと考える。 
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事務事業名 児童生徒の通学費助成事業（小・中） 担当課名 教育部 学校教育課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 児童生徒の通学時の安全確保のため、遠距離通学者への助

成は必要であり、今後も継続すべきである。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 郷土資料教材化事業（小・中） 担当課名 教育部 学校教育課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 副読本の利用状況を検証し、場合によっては全員配布の副

読本よりパソコン利用によるＷＥＢ版教材の活用を検討す

べきである。 

 □拡大重点化  □現状継続  

 ■見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ④ 

≪意見集約過程での主な意見≫ 
・昔はなかった電子黒板、パソコン、プロジェクター等が配置されており、そうした機器を使うことができる。

ビジュアル化されたものの方が効果も高いのではないか。 

・ウェブサイトを利用することにより、毎年、更新も修正もできるし、各学校のパソコンを使用して授業する方

が効果的であると思う。 

・資料が必要であればコピーを作るなどで対応し、分厚い本はいらないと思う。 

事務事業名 英語指導助手招致事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 小学校の時期に異文化に触れることは児童にとって有効

であるが、現状の運用の中でさらに効率性を検討する余地が

ある。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

≪意見集約過程での主な意見≫ 
・文科省の方針に沿って実施すべきであるが、小学校の児童に対してどこまで英語教育を期待し、そのために指

導助手が必要だということが定まっていない。 

・必要だとは思うが、今までと同じ手法で小学校まで広げて効果があるのか疑問があり、実施するのであれば考

え方を整理する時期ではないか。 

事務事業名 教育用サーバー整備事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 本事業はＰＣを活用した授業の充実を図るために必要で

あるが、教育用コンピュータ整備事業と一体の事業であり、

統合すべきである。 

□拡大重点化  □現状継続  

 □見直し  ■統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ② 
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事務事業名 教育用コンピュータ整備事業（小・中) 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 配置されたパソコンが無駄なく運用されているか検証を

行い、計画的な機器の更新を行うべきである。 

 教育用サーバー整備事業とは一体の事業であることから

統合を進め、保守管理の全面委託による経費節減をはかるべ

きである。 

□拡大重点化  □現状継続  

 □見直し  ■統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 北広島市校長会補助金事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 事業の効果が不明確であり、事業経費の予算の範囲内での

実費支給を視野に入れた見直しが必要である。 

□拡大重点化  □現状継続  

 ■見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ④ 

事務事業名 北広島市教頭会補助金事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

事業の効果が不明確であり、事業経費の予算の範囲内での実

費支給を視野に入れた見直しが必要である。 

□拡大重点化  □現状継続  

 ■見直し  □統合  □休・廃止

 □終了 

優先度 ④ 

事務事業名 北広島市教育研究会補助金事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 各種研究及び研修会への参加人数が延べ 4 千人を超えて

おり、教職員の資質の向上に有効な事業である。 

 なお、研究活動についての評価指標が無く、今後適切な指

標設定が望まれる。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 教育教材整備事業（小・中） 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 理科教育で必要とする教材教具を 2 年ごとに更新する事

業であり、継続すべきである。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 
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事務事業名 小学校教育振興事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 学校の授業に係る備消耗品等の管理的経費であり、今後も

経費の節約を図りながら継続すべきである。 

なお、事業内容は「中学校教育振興事業」と同様であり、

両者を統合しての運営を検討すべきである。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 小学校教育振興補助事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 諸活動の中には、保護者や関係者の参画によって一層効果

が期待できる事業もあるが、中期的には類似の「学校支援ボ

ランテｲア活用事業」や「授業補助員活用事業」との統合も

視野に検討すべきである。 

 当面は、事業内容がほぼ同じ「中学校教育振興補助事業」

との統合を進めるべきである。 

□拡大重点化  □現状継続  

 ■見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 中学校教育振興事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 学校の授業に係る備消耗品等の管理的経費であり、今後も

経費の節約を図りながら継続すべきである。 

 事業内容は「小学校教育振興事業」と同様であることから、

両者の統合を行うべきである。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ② 

事務事業名 中学校教育振興補助事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 保護者や関係者の参画によって一層効果が高まる事業も

ある。この事業の趣旨をより効果的に生かすために「学校支

援ボランテｲア活用事業」や「授業補助員活用事業」との統

合を視野に検討すべきである。 

 当面は、ほぼ同じ事業内容の「小学校教育振興補助事業」

との統合も行うべきである。 

□拡大重点化  □現状継続  

 ■見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 中学校体育連盟交付金交付事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 事業の趣旨から、その必要性は高く、今後も継続すべきで

ある。 

 なお、交付金受給母体である北広島市中体連は、２１年度

監査で指摘された会計処理の改善、経費支給要綱の整備など

を急がなければならない。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ③ 



１６ 
 

事務事業名 中学校文化部活動大会出場費助成事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 全道、全国大会出場への参加がここ数年みられないが、事

業の趣旨から、その必要性は高く、今後も継続すべきである。

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 全国・全道中体連大会出場費助成事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 事業の趣旨から、その必要性は高く、今後も継続すべきで

ある。旅費の補助基準は近隣市町村の動向や経済情勢などを

勘案するも、現状維持が適当である。ただ、選手強化費の使

途はより明確にしたい。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ③ 

事務事業名 進路指導連絡協議会交付金交付事業 担当課名 教育部 教育総務課 

【外部評価委員会の評価意見】 総合判定 

 適切な進路指導を行うため、管内の進路指導の情報交換や

情報収集の必要性は高く、今後も継続すべきである。 

□拡大重点化  ■現状継続  

 □見直し  □統合  □休・廃止 

 □終了 

優先度 ③ 

 

  



１７ 
 

３ 補助金等評価 

 

 (1) 評価対象の選定 
 

補助金等評価については、平成２０年度に策定された「北広島市補助金等交付基準」

に基づき、補助金及び交付金を性質別に区分して、「補助金」と分類されたものをお

おむね３年間で評価を行うこととしている。 

本年度は、「北広島市補助金等交付基準」を制定して３年目となり、評価対象となる

２５補助金のうち、下記の９補助金等について評価を行った。 

 

 

  ◇ 外部評価実施補助金等（現行補助金等） 
 

現行補助金等名 事業担当部局 

① 重度心身障がい者等通院交通費助成金 市民環境部 市 民 課 

② 障がい者等交通費助成金 保健福祉部 福 祉 課 

③ 中学校文化部活動大会出場費助成金 教 育 部 教育総務課 

④ 児童生徒通学費助成金 教 育 部 学校教育課 

⑤ 地域まちづくり推進事業補助金 市民環境部 市民生活課 

⑥ コミュニティビジネス創業支援事業補助金 経 済 部 商業労働課 

⑦ シルバー人材センター補助金 経 済 部 商業労働課 

⑧ 消費者協会補助金 経 済 部 商業労働課 

⑨ 生涯学習振興会交付金 教 育 部 社会教育課 

 

 

(2) 評価過程 
 

当委員会では、担当部局の評価調書及び説明資料に基づき、10 月に補助内容を調

査し、担当部局に対するヒアリングを実施した。 

ヒアリングに際しては、事前に配付された担当部局による評価調書及び事業の概要

などの説明資料をもとに、担当部局から説明を受け、次の視点に沿って質疑応答形式

で行った。 

ヒアリングは、１補助金等２０分程度を目途とし、その後に委員間での意見交換、

協議を行い委員会としての評価を決定した。 

 

(3) 評価方法 
 

公益性、必要性、効果性、適格性の各項目について個別に評価（採点）し、合計点数

（４０点満点）に対応する見直し区分を基準に今後の方針を決定した。 

 

    【採点】 ５点・・・大いに認められる  ４点・・・認められる 

         ３点・・・やや認められる   ２点・・・あまり認められない 

         １点・・・認められない 



１８ 
 

    【配分】 公益性 １５点（採点×３）   必要性 １０点（５点×２項目） 

         効果性 １０点（５点×２項目） 適格性  ５点 

 

  ◇ 現行補助金見直し基準 
 

合計点数 

（４０点満点） 
今 後 の 方 針 

３６点以上 継 続 
 総合的に見て奨励すべきと判断されるもので、活動内容に

よっては増額も視野に入れながら、補助を継続するもの 

３０点以上 

３６点未満 
継 続 

 十分な事業効果が認められるもので、活動内容を一層精査

のうえ、原則補助を継続するもの 

２４点以上 

３０点未満 
見直し 

 一定の事業効果が認められるもので、活動内容を精査のう

え、原則減額を検討するもの 

２０点以上 

２４点未満 
見直し 

 事業効果が薄いと判断されるもので、徐々に減額し、今後

３年間で原則廃止を検討するもの 

２０点未満 廃 止 
 補助することが適当ではないと判断されるもので、原則廃

止を検討するもの 

 

  



１９ 
 

４ 補助金等評価結果 
 

補助金等名 ① 重度心身障がい者等通院交通費助成金 担当課名 市民環境部 市民課 

総合評価 

採点合計 公益性 

必要性 

効果性 

適格性 

１２点 

８点 

８点 

４点 

□継続 

■継続 

□見直し 

□継続 

□継続 

（３６点以上） 

（３０点以上３６点未満） 

（２４点以上３０点未満） 

（２０点以上２４点未満） 

（２０点未満） 

３２ 

点 

評価意見等 

 当該者にとっては、必要不可欠で大切な補助であると考える。 

補助金等名 ② 障がい者等交通費助成金 担当課名 保健福祉部 福祉課 

総合評価 

採点合計 公益性 

必要性 

効果性 

適格性 

１２点 

８点 

８点 

５点 

□継続 

■継続 

□見直し 

□継続 

□継続 

（３６点以上） 

（３０点以上３６点未満） 

（２４点以上３０点未満） 

（２０点以上２４点未満） 

（２０点未満） 

３３ 

点 

評価意見等 

 障がい者の社会参加や外出を促す手段として有効な支援事業である。 

  対象とする障がい者の利用も多く、福祉効果が高い事業であり、今後も財政状況を考慮し

ながら継続が望まれる。 

補助金等名 ③ 中学校文化部活動大会出場費助成金 担当課名 教育部 教育総務課

総合評価 

採点合計 
公益性 

必要性 

効果性 

適格性 

１２点 

８点 

8 点 

４点 

□継続 

■継続 

□見直し 

□継続 

□継続 

（３６点以上） 

（３０点以上３６点未満） 

（２４点以上３０点未満） 

（２０点以上２４点未満） 

（２０点未満） 

３２ 

点 

評価意見等 

 全道、全国大会出場に向けて士気を高めることに役立っており、ここ数年出場者がいない

からといって、助成制度をやめる理由にはならない。補助基準は近隣市町村の動向を注視し

常に見直すことが大事である。 

補助金等名 ④ 児童生徒通学費助成金 担当課名 教育部 学校教育課

総合評価 

採点合計 
公益性 

必要性 

効果性 

適格性 

１２点 

８点 

７点 

４点 

□継続 

■継続 

□見直し 

□継続 

□継続 

（３６点以上） 

（３０点以上３６点未満） 

（２４点以上３０点未満） 

（２０点以上２４点未満） 

（２０点未満） 

３１ 

点 

評価意見等 

 遠距離通学者対策として必要であり、スクールバスの運行より柔軟で合理的な制度である。



２０ 
 

補助金等名 ⑤ 地域まちづくり推進事業補助金 担当課名 市民環境部 市民生活課 

総合評価 

採点合計 
公益性 

必要性 

効果性 

適格性 

１２点 

８点 

１０点 

５点 

□継続 

■継続 

□見直し 

□継続 

□継続 

（３６点以上） 

（３０点以上３６点未満） 

（２４点以上３０点未満） 

（２０点以上２４点未満） 

（２０点未満） 

３５ 

点 

評価意見等 

 二つの事業からなるが、事業の種類により助成方法が異なり、かつ地域住民協働型事業は、

行政との役割分担が曖昧である。事業の趣旨は理解できるので、地域住民と行政の夫々が行

うまちづくり事業の役割分担を整理し、活動実態に合った事業へ発展的に見直すべきである。

≪意見集約過程での主な意見≫ 

・住民と創るまちづくり事業は、どちらかというとハードな事業の色彩が濃い。ハードの事業は、行政が主体と

なって実施すべきではないか。 

・事業を完全に２つに分けるか、１つの事業としても対象となる活動範囲を定めるほうが良い。 

・プランがあって予算要求するのではなく、一定の金額を補助するのに疑問がある。 

補助金等名 ⑥ コミュニティビジネス創業支援事業補助金 担当課名 経済部 商業労働課

総合評価 

採点合計 
公益性 

必要性 

効果性 

適格性 

１２点 

８点 

７点 

４点 

□継続 

■継続 

□見直し 

□継続 

□継続 

（３６点以上） 

（３０点以上３６点未満） 

（２４点以上３０点未満） 

（２０点以上２４点未満） 

（２０点未満） 

３１ 

点 

評価意見等 

 創業者が安定して事業を行っていけるか不透明であり、支援終了後数年はフォローする必

要があると思われる。 

 場合によっては補助を 1 年とせず延長する必要もあると考えられ、弾力的な運用も検討す

べきである。 

≪意見集約過程での主な意見≫ 

・民間企業の創業では、3 年程度の創業赤字を見ており、支援期間は 3 年程度必要だと思う。 

・空き店舗利用促進事業と有機的に結びつければ、コミュニティビジネス事業がやりやすくなると思う。 

・空き店舗を使ってコミュニティビジネスを興す場合は家賃を３年までの補助とし、空き店舗を使わないで新た

にコミュニティビジネス事業を興す場合は 1 年の補助とするなど弾力的な運用を図る方法もあると思う。 



２１ 
 

補助金等名 ⑦  シルバー人材センター補助金 担当課名 経済部 商業労働課

総合評価 

採点合計 
公益性 

必要性 

効果性 

適格性 

１２点 

８点 

８点 

５点 

□継続 

■継続 

□見直し 

□継続 

□継続 

（３６点以上） 

（３０点以上３６点未満） 

（２４点以上３０点未満） 

（２０点以上２４点未満） 

（２０点未満） 

３３ 

点 

評価意見等 

 会員数及び受注金額が近年減少してきており、これに合わせて国及び市（基本的に国と同

額）の補助金額も来年度から減額となる。会員は６０才以上の高齢者であるが、会員のニー

ズと事業内容が合わなくなってきていることも考えられる。会員数及び受注金額が今後さら

に減少するような場合には、事業内容について検討が必要であろう。 

補助金等名 ⑧ 消費者協会補助金 担当課名 経済部 商業労働課

総合評価 

採点合計 
公益性 

必要性 

効果性 

適格性 

１２点 

８点 

9 点 

５点 

□継続 

■継続 

□見直し 

□継続 

□継続 

（３６点以上） 

（３０点以上３６点未満） 

（２４点以上３０点未満） 

（２０点以上２４点未満） 

（２０点未満） 

３４ 

点 

評価意見等 

 市民の消費生活の安心・安全の向上を図るために必要な事業である。 

補助金等名 ⑨ 生涯学習振興会交付金 担当課名 教育部 社会教育課

総合評価 

採点合計 
公益性 

必要性 

効果性 

適格性 

１２点 

１０点 

８点 

５点 

□継続 

■継続 

□見直し 

□継続 

□継続 

（３６点以上） 

（３０点以上３６点未満） 

（２４点以上３０点未満） 

（２０点以上２４点未満） 

（２０点未満） 

３５ 

点 

評価意見等 

 高齢化かつ核家族化が進んでいる現在、この補助金事業の意義はより重要である。 

 ただし、この事業の内容を検討してみると、「地域まちづくり推進事業」と重複している面

が見受けられる。 

 "まちづくり"のソフト分野は一本化した方が効率的であり、長期的にみて運営もスムーズ

にいくのではないだろうか。 

 そのためにも残りの 2 地区の振興会づくりは急務であろう。 

 

  



２２ 
 

Ⅳ 外部評価委員会からの意見・提言 
 

 

 本年度の外部評価委員会をとおして評価の進め方や気づいた点などについて、委員会の意

見・提言としてとりまとめたので、今後の改善や評価制度の充実に活用していただきたい。 

 

 

＝ 評価の進め方など ＝ 

 

○ 評価件数が多くなり、ヒアリングの時間が少なくなったが、評価担当を決めたため、例年

と同じ密度で検討はできたと思う。 

 

○ 勉強会を効率的に行い、担当部署からのヒアリングを増やすような配慮、配分することに

より事業内容をより掌握できたと思う。 

 

○ ３施策、４１事務事業の評価をおこなったが、その３施策の間での優先順位までは検討で

きなかった。最終的には施策間をこえた比較まで行なうのが理想だと思う。 

 

○ 補助金などに関し、補助を受ける側が本当に役立っているか、あるいは制度がこれで良い

のかといったことについて聞く機会を設けて欲しかった。 

 

○ 評価を施策単位で行なったが、類似事業が見えた点は非常に良かったと思う。今後、でき

るだけ現場を見られるよう配慮して欲しい。 

 

 

＝ 評価などについて ＝ 

 

○ 事業をもっと、大括りに（統合など）して予算配分し、１つのセクションで実施できるよ

う、内容に応じた事業の統合方法などについて考えるべきある。 

 大きな事業とすることにより、事務の省力化、経費の節減につながっていくと思う。 

 

○ 補助事業など補助したあとのフォローに欠ける面が見られるのではないか。補助金がどう

使われて、運用をどうしているのかをきめ細かくチェックし、それにより補助金額や事業

内容を変えていくようにすべきである。 

 

○ 評価調書の効果の記載のないものがみられるが、効果を把握しにくい事業もあると思うが、

評価調書の記載内容を充実するよう望みたい。 

 

○ 補助金等の評価項目として、公益性、必要性、効果性、適格性の 4 つが定められているが、

市民が応募しやすいというような項目が入っていない。評価項目あるいは基準として設定

するよう検討して欲しい。 

 

○ 事務事業・補助金等の評価対象の選定にあたり、その年度の主要施策等についての事前説

明を受けた上で、評価をしていく形をとれれば良いと思う。 

 



２３ 
 

＝ その他 ＝ 

 

○ 昨年実施した外部評価について、今年度事業にどう反映させ、どのような検討を行ったの

か、その結果がどうなったかといった点について外部に公表していく必要があると思う。 

 

○ 将来の財政状況を考えたとき、人件費は重要なテーマである。人件費そのものは外部評価

委員会のテーマとならないが、市民の目線で事業を評価するといった外部評価委員会の設

置目的に沿い、外部評価委員会として提言できる方法がないか検討して欲しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料＞ 

 

 ◆ 委員会の構成 

 

  氏    名 備考 

委 員 長 村 川   亘 札幌国際大学 非常勤講師 

副委員長 澤 井 將 美  学校法人 浅井学園 専務理事 

委 員 天 羽   浩  天羽浩公認会計士事務所 代表 

委 員 神 沼 幸 子  無 職 

委 員 小 松 直 之  無 職（元会社役員） 

 



２４ 
 

＜資料＞ 
 

◆ 委員会の開催経過 
 

回 開 催 日 会  議  次  第 

第１回 平成２２年５月３１日 

・委嘱書の交付 ・市長あいさつ ・委員、事務局紹介 

・外部評価委員会設置要綱の確認 ・委員長選出 

・副委員長の指名 ・評価の実施方法について 

・施策評価の実施について ・対象施策及び補助金の選定につ

いて 

・次回の委員会日程について 

第２回 平成２２年６月３０日 

勉強会 

・今年度の評価の進め方について 

・３施策の事務事業の内容について 

・今後の委員会日程について 

第３回 平成２２年７月１３日 

勉強会 

・事務事業の内容について 

・次回の委員会日程について 

第４回 平成２２年７月２６日 

勉強会 

・事務事業の内容について 

・次回の委員会日程について 

第５回 平成２２年８月１０日 

勉強会 

・事務事業の内容について 

・「教育内容の充実」の施策評価について 

・ヒアリングについて 

・次回の委員会日程について 

第６回 平成２２年８月２３日 

・事務事業ヒアリング（教育内容の充実２２事務事業） 

・「教育内容の充実」の評価検討について 

・「医療体制の充実」及び「社会参加の促進」のヒアリングに

ついて 

・次回の委員会日程について 

第７回 平成２２年９月２４日 

・事務事業ヒアリング（医療体制の充実１１事務事業及び社会

参加の促進８事務事業） 

・「教育内容の充実」の評価検討について 

・「医療体制の充実」及び「社会参加の促進」の評価について

・次回の委員会日程について 

第８回 平成２２年１０月４日 

・「教育内容の充実」、「医療体制の充実」及び「社会参加の促

進」の評価検討について 

・補助金評価について 

・次回の委員会日程について 

第９回 平成２２年１０月１８日 

・補助金等ヒアリング（５補助金） 

・補助金等評価について 

・次回の委員会日程について 

第 10 回 平成２２年１１月１日 
・補助金等評価について 

・次回の委員会日程について 

第１１回 平成２２年１２月２０日 
・事務事業及び補助金等評価のまとめ 

・評価制度への意見・提言について 



２５ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北 広 島 市 外 部 評 価 委 員 会 

平成２３年２月 

委員会事務局（北広島市 企画財政部） 

改革推進課 

〒061-1192  北海道北広島市中央４丁目２番地１ 

TEL : 011-372-3311  FAX : 011-372-3850 

E-mail : kaikaku@city.kitahiroshima.lg.jp 


